落札制限なし、１億円未満
入札説明書（工事）

　世田谷区建設工事に係る本件競争入札については、関係法令に定めるもののほか、公告文及びこの入札説明書によるものとします。

[bookmark: _Hlk212452601][bookmark: _Hlk212452867]　※本案件は、電子契約対象案件です。
電子の契約書を希望する場合は、電子契約サービス利用申出書を開札日の翌営業日までに提出してください。提出がない場合、紙の契約書となります。詳しくは、「電子契約サービスの導入について」をご確認ください。

　※資格確認結果通知書の受領後、入札に参加できなくなった場合には、必ず電子入札サービス上で辞退の手続をしてください。また、その際、辞退理由をご記入いただきますようお願いいたします。不参の場合や辞退理由の記入がない場合には、確認のため、開札後にご連絡させていただくことがありますので、ご承知おきください。

１　　発注図書受領
[bookmark: _Hlk212452622]電子入札サービス上で必ずすべてを受領し、「発注図書等受領案件」画面でステータスが『未受領』から『受領済』に変わったことを確認してください。すべて受領しないと自治体側画面で『受領済』が確認できません。受領が確認できない場合は、その者の入札書を無効とする場合がございます（ただし、ＣＤ、紙渡し等電子入札サービス上で発注図書を配布しない場合は除く）。

２　　現場代理人
　本工事を受注した者は、現場代理人を工事現場に常駐で配置してください。
　※現場代理人と技術者は兼任することができます。

【現場代理人の常駐義務緩和について】
一定の要件を満たす場合は、常駐を要しない期間や、兼任できる工事があります。
兼任を希望する場合は、世田谷区工事請負契約における現場代理人の兼任に関する基準の要件を確認のうえ、落札後、契約書等の提出時に、「現場代理人兼任届（区指定の様式）」を一緒に提出してください。

３　　配置予定技術者
　　　本工事を受注した者は、以下の点に留意し必要な技術者を配置してください。
1 [bookmark: _Hlk191883505]請負金額４５００万円（建築一式工事は９０００万円）以上の場合、主任技術者又は監理技術者を当該工事現場へ専任で配置しなければならない。ただし、一定の要件を満たす場合は兼務による配置を可とする。詳細は、世田谷区工事請負契約における建設業法第２６条第３項ただし書の規定の適用に係る運用基準を確認すること。（営業所専任技術者は一定の要件を満たす場合のみ配置を可とする。詳しくは世田谷区工事請負契約における建設業法第２６条の５の規定の規定に係る運用基準を参照。）
2 ５０００万円（建築工事業の場合は８０００万円）以上を下請契約する場合、当該工事現場に監理技術者を配置しなければならない。
③　配置予定技術者は、入札の申し込みのあった日以前に３ヶ月以上雇用しているものであること。

●資格確認申請時
　　　　　電子入札サービスの一般競争入札参加資格確認申請書に配置予定技術者を入力し、提出してください。
①　配置予定技術者を主任技術者とする場合、技術者氏名のみ入力すること。
②　配置予定技術者を監理技術者とする場合、氏名及び監理技術者資格者証の交付番号を入力すること（頭ゼロ省略不可）。
[bookmark: _Hlk191909447]③　配置を予定する技術者が、建設業法２６条第３項ただし書の規定の適用により、他工事と兼務を予定する場合は、監理技術者及び主任技術者の専任義務の緩和について（世田谷区ホームページ＞契約・入札情報＞契約制度等(工事) 監理技術者及び主任技術者の専任義務の緩和について）をご確認ください。
　　　
４　　質疑応答
電子調達サービス（電子入札）で行います。
※紙（質疑応答書）やＦＡＸ等による質疑応答は、原則として行いません。
※自社が質問を提出していなくても、他社が質問を提出していることがあります。必ず公
告文記載の回答供覧開始予定日時後に回答状況を確認したうえで、入札書を提出してく
ださい。
※質疑を添付ファイルで行う場合は、ファイル形式はエクセル又はワードを使用してください。

５　　入札参加の停止
指名を受けた者であっても、指名停止となった者、入札参加除外措置を受けた者は入札に参加できません。

５－２関係会社の取り扱い
[bookmark: _Hlk159337247]　　　関係会社について、入札参加は一案件につき一者に限ります。また、落札制限対象案件の落札は、関係会社全体で１件とします。組合での入札参加の場合、その構成員は同一案件及び同日開札における落札制限対象の案件には参加できないものとします。

６　　入札の無効
上記５により入札に参加できない者となった場合は、入札書を提出していても、開札時にその入札書を無効とします。

７　　入札参加者心得　
[bookmark: _Hlk210147243]入札参加者は、入札参加者心得を遵守しなければなりません。必ず内容を確認してください。

７－２契約約款（契約条項）
本件の契約には、工事請負契約約款を適用します。
（世田谷区ホームページ>契約・入札情報>契約制度等>契約約款（契約条項）をご覧ください。）

８　　入札方法及び入札金額
　（１）入札書の提出は、必ず電子調達サービス（電子入札）で行わなければなりません。持参や郵送その他電子調達サービス以外による提出は認められません。
①　入札書には総価を入力してください。
②　落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１００分の１０に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てた金額）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった契約希望金額の１１０分の１００に相当する金額を入札金額として入力してください。
（２） 最低制限価格の設定がある場合、最低制限価格を下回る額の入札者は落札者となりません。

９　　内訳書　
入札金額の内訳書を記載した書類（以下、内訳書）を提出してください。
（１）内訳書の内容及び形式
①予定価格５０００万円未満の工事
発注図書として添付した様式（エクセルデータ）に必要事項を記載したものを「内訳書」とします。
②予定価格５０００万円以上の工事
発注図書として添付した①内訳書鑑様式（エクセルデータ）及び②参考内訳書又はこれに準ずるものに設計数量、単位及び単価などの必要事項を記載したものを「内訳書」とします。
（２）提出期限・方法
入札書の添付データとして提出してください。
開札時に一旦保留し、内訳書の内容確認後、落札決定します。
※落札候補者には「事後審査通知書」が、落札候補者以外の入札参加者には「保留通知書」が発行されます。
※提出期限までに内訳書が提出されないとき又は提出された内訳書に不備があるときは、その入札書を無効とすることがあります。その場合は、次順位者の内訳書を同様に確認し落札決定します。
※「入札金額の内訳書の提出に関する取扱」を必ず確認して入札にご参加ください。
※電子入札システムで発送される通知の種類等については、下記コールセンターへお問い合わせください。

１０　契約保証金
・世田谷区契約事務規則第４６条第２項の各号に該当する場合は、契約保証金の全部又は一部を免除する旨を、契約締結時に告知します。
※契約保証金の納付が必要な案件において、契約保証金の納付に代えて世田谷区を被保険者とする履行保証保険契約を締結する場合の保険方式は、必ず「定額てん補」としてください。
・世田谷区契約事務規則第４６条第２項５号に基づき契約保証金を免除するのは、契約金額（税込）が建築工事については契約金額（税込）が１０００万円未満、その他の業種に係る工事については３００万円未満の案件です。契約金額（税込）が当該金額以上であるときは、契約金額の１０分の１の額（１円未満の端数切上げ）の契約保証金の納付が必要です。
・電子契約の場合は電子保証の利用が可能です。電子保証を利用される場合は、保証事業会社または保険会社により発行される「電子保証証書を発注者がダウンロードするために必要となる認証キーが書かれた書面」をご提出ください。

１０－２契約変更に伴う契約保証金の増額請求等
・契約保証金の納付を請求した案件
契約締結後に契約金額の増額を伴う変更をする場合は、増額変更金額（増額幅）に対する１０分の１の額（１円未満の端数切上げ）の契約保証金の増額を請求することがあります。
　　　・契約保証金の納付を免除した案件
　　　　　当初契約時に契約保証金の納付を免除した案件であっても、契約金額の増額を伴う変更の結果、変更後の契約金額（税込）が建築工事は１０００万円以上、建築工事以外の工事は３００万円以上となる場合は、変更後契約金額（総額）に対する１０分の１の額（１円未満の端数切上げ）の契約保証金の納付を請求することがあります。
※契約保証金の納付に代えて世田谷区を被保険者とする履行保証保険契約を締結している場合は、保証金額の増額を請求します。また、契約金額の増額有無にかかわらず、工期延伸を伴う変更をする場合は保証期間の延長を求めます。

１１　公共工事前払金の請求
公共工事前払金の請求には、区指定の様式を使用してください。紙保証の場合は保証証書、保証証書の写し、保証約款を提出してください。また、電子契約の場合は、電子保証も可能です。その場合は電子保証（認証キー）発行完了のお知らせを提出してください。
＜前払金＞ 
対　象：契約金額２００万円を超える工事請負契約
提出物：〔紙保証〕前払金請求書、前払金保証証書、前払金保証証書（写）、前払金保証約款
　　　 〔電子保証〕前払金請求書、電子保証（認証キー）発行完了のお知らせ
提出先：経理課契約係
請求額：契約金額の４０％以内、上限５億円、１０万円未満切り捨て
その他：工期延伸を伴う契約変更をする場合は保証会社へ工期が変わる旨、通知してください。

　　＜中間前払金＞
　　　対　象：前払金を受けた工事請負契約について、その進捗が当該工事全体の２分の１を
超えたと認められるもの
　　　提出物：〔紙保証の場合〕中間前払金請求書、中間前払金保証証書、中間前払金保証証書（写）、前払金保証契約約款
　　　　　　 〔電子保証の場合〕中間前払金請求書、電子保証（認証キー）発行完了のお知らせ
　　　提出先：経理課契約係
　　　請求額：契約金額の２０％以内、上限２億５千万円、１０万円未満切り捨て
　　　その他：①請求にあたっては、事前に監督員の認定を受ける必要があります。
　　　　　　　②先に部分払い及び一部しゅん工に係る支払いを受けた場合は、その後に中間前払金を請求することはできません。
[bookmark: _GoBack]③工期延伸を伴う契約変更をする場合は保証会社へ工期が変わる旨、通知して
　　　　　ください。

１２　契約書類の受け取り
紙の契約書類については、入札参加資格登録上の所在地に郵送させていただきます。
不都合がある場合は、落札決定後、契約担当部署までご連絡ください。

１３　契約予定日
　　　　開札日の翌営業日を予定しています。

１４　指名停止措置
　　　落札後の辞退や契約違反は指名停止措置の対象となります。詳しくは世田谷区指名停止基準をご確認ください。また、落札後から契約締結日より前までの間に指名停止となった場合は契約を締結しません。

【問い合わせ先】
《電子入札の内容等に関すること》
世田谷区財務部経理課契約係　TEL（５４３２）２１５０～２１５２、２４３５
《操作手順やパソコンの設定等に関すること》
ｅ－Ｔｏｋｙｏコールセンター　TEL　０５７０（０５）１０９０
受付時間：祝祭日を除く月曜日～金曜日　８：３０～１７：１５
